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１． 18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日)    （記載金額は百万円未満切捨） 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

51,441 
60,494 

△15.0 
△4.6 

△4,554 
△987 

－ 
－ 

△1,758 
△211 

－ 
－ 

 
 

当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

631 
△862 

－ 
－ 
    7 48 
 △10 11 

   － 
   － 

1.0 
△1.4 

△1.7 
△0.2 

△3.4 
△0.3 

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期  84,418,457 株   17 年 3 月期  85,286,425 株 

 ②会計処理の方法の変更   有 

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

  10  00 
  10  00 

   5 00 
   5 00 

   5 00 
   5 00 

843 
848 

     133.6 
    － 

1.3 
1.4 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

106,148 
96,891 

63,090 
59,391 

59.4 
61.3 
   748 63 
   702 09 

(注) ①期末発行済株式数 18 年 3 月期 84,273,085 株 17 年 3 月期 84,591,097 株  

 ②期末自己株式数 18 年 3 月期 3,526,163 株 17 年 3 月期 3,208,151 株  
 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

18,000 
60,000 

△1,200 
300 

△100 
1,200 
  5 00 
――― 

――― 
  5 00 

――― 
 10 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)           14 円 24 銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業
績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 



 

添 付 資 料 

１-(1) 貸 借 対 照 表 

区分
注記
番号

構成比
(％)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 30,212  16,195  △14,017

　２　受取手形 ※１ 1,001   1,015   13      

　３　売掛金 ※１ 21,691  28,661  6,969   

　４　原材料 1,094   610     △484

　５　仕掛品 3,166   6,639   3,473   

　６　貯蔵品 125     117     △8

　７　前渡金 807     2,049   1,241   

　８　前払費用 76      85      9       

　９　繰延税金資産 3,524   3,890   365     

　10　関係会社短期貸付金 1,800   3,648   1,848   

　11　未収法人税等 ― 116     116     

　12　未収消費税等 73      336     263     

　13　その他 710     891     181     

　　　貸倒引当金 △506   ― 506     

　　　流動資産合計 63,778  65.8  64,256  60.5  478     

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 6,927   6,947   

　　　　減価償却累計額 4,136   2,791   4,318   2,629   △161

　　(2) 構築物 986     988     

　　　　減価償却累計額 676     310     695     293     △17

　　(3) 機械及び装置 6,802   7,015   

　　　　減価償却累計額 5,379   1,423   5,650   1,365   △58

　　(4) 車両その他陸上運搬具 63      63      

　　　　減価償却累計額 57      6       57      6       0       

　　(5) 工具器具及び備品 2,002   1,865   

　　　　減価償却累計額 1,691   311     1,600   264     △47

　　(6) 土地 1,554   1,544   △10

　　(7) 建設仮勘定 0       ― △0

　　　　有形固定資産計 6,397   6.7   6,103   5.8   △294

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日) 増減金額

(百万円)
金額(百万円) 金額(百万円)

 

―個別   1  ―  



区分
注記
番号

構成比
(％)

構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) 特許権 5       181     175     

　　(2) ソフトウェア 676     520     △155

　　(3) その他 22      21      △0

　　　　無形固定資産計 704     0.7   723     0.7   19      

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 16,244  24,035  7,790   

　　(2) 関係会社株式 5,416   6,067   650     

　　(3) 関係会社社債 50      50      ―

　　(4) 出資金 3       0       △2

　　(5) 関係会社出資金 1,892   1,882   △10

　　(6) 従業員長期貸付金 12      8       △4

　　(7) 関係会社長期貸付金 1,279   2,154   875     

　　(8) 破産債権、再生債権、
　　　　更生債権その他これら
　　　　に準ずる債権

18      16      △1

　　(9) 長期前払費用 1       0       △0

　　(10)その他 1,327   1,321   △5

　　　　貸倒引当金 △234   △473   △238

　　　　投資その他の資産計 26,011  26.8  35,064  33.0  9,052   

　　　　固定資産合計 33,113  34.2  41,891  39.5  8,777   

　　　　資産合計 96,891  100.0 106,148 100.0 9,256   

前事業年度
(平成1７年３月31日)

当事業年度
(平成1８年３月31日) 増減金額

(百万円)
金額(百万円) 金額(百万円)

 

 

―個別   2  ―  



区分
注記
番号

構成比
(％)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※１ 12,370  12,252  △118

　２　買掛金 ※１ 14,338  14,311  △26

　３　一年内返済予定の
　　　長期借入金

10      8       △1

　４　未払金 529     757     227     

　５　未払費用 294     287     △7

　６　未払法人税等 174     ― △174

　７　前受金 1,359   5,081   3,722   

　８　預り金 118     116     △1

　９　賞与引当金 694     649     △44

　10　製品保証等引当金 242     84      △157

　11　受注工事損失引当金 2,690   2,334   △356

　12　設備関係支払手形 46      30      △16

　13　その他 2       20      18      

　　　流動負債合計 32,871  33.9  35,934  33.9  3,063   

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 9       1       △8

　２　繰延税金負債 274     3,212   2,938   

　３　退職給付引当金 4,044   3,597   △447

　４　役員退職給与引当金 300     312     11      

　　　固定負債合計 4,629   4.8   7,123   6.7   2,494   

　　　負債合計 37,500  38.7  43,058  40.6  5,557   

(資本の部)

Ⅰ　資本金 ※３ 13,367  13.8  13,367  12.6  ―

Ⅱ　資本剰余金

　　資本準備金 12,407  12,407  

　　資本剰余金合計 12,407  12.8  12,407  11.7  ―

Ⅲ　利益剰余金

　１　利益準備金 1,439   1,439   ―

　２　任意積立金

　　(1) 退職手当積立金 23      23      

　　(2) 別途積立金 27,118  27,141  27,118  27,141  ―

　３　当期未処分利益 3,587   3,374   △213

　　　利益剰余金合計 32,168  33.2  31,955  30.1  △213

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 3,646   3.8   7,807   7.3   4,161   

Ⅴ　自己株式 ※５ △2,198 △2.3 △2,448 △2.3 △249

　　　資本合計 59,391  61.3  63,090  59.4  3,698   

　　　負債資本合計 96,891  100.0 106,148 100.0 9,256   

前事業年度
(平成1７年３月31日)

当事業年度
(平成1８年３月31日) 増減金額

(百万円)
金額(百万円) 金額(百万円)

 

 

―個別   3  ―  



 

１-(2) 損 益 計 算 書 

 

区分
注記
番号

百分比
(％)

百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　売上高 60,307  51,276  

　２　不動産賃貸収入 187     60,494   100.0 165     51,441   100.0 △9,052

Ⅱ　売上原価

　１　当期製品製造原価
※１
※２

52,508  47,354  

　２　不動産賃貸収入原価 63      52,571   86.9  57      47,412   92.2  △5,159

　　　売上総利益 7,923    13.1  4,029    7.8   △3,893

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　役員報酬 333     376     

　２　給料手当 2,217   2,296   

　３　福利厚生費 571     562     

　４　賞与引当金繰入額 413     383     

　５　退職給付引当金繰入額 449     331     

　６　役員退職給与引当金繰入額 66      69      

　７　手数料 1,005   1,016   

　８　旅費交通費 584     595     

　９　減価償却費 359     357     

　10　賃借料 405     385     

　11　租税課金 205     182     

　12　研究開発費  ※１ 1,131   1,068   

　13　設計料 652     480     

　14　その他 515     8,911    14.7  480     8,584    16.7  △326

　　　営業利益
　　 (又は営業損失(△))

△987 △1.6 △4,554 △8.9 △3,566

前事業年度
(自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

増減金額
(百万円)

金額(百万円) 金額(百万円)

―個別   4  ―  



 

―個別   5  ―  

区分
注記
番号

百分比
(％)

百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 28      78      

　２　受取配当金 ※３ 425     2,043   

　３　技術供与料 ※３ 600     619     

　４　その他 233     1,288    2.1   336     3,078    6.0   1,790   

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 10      0       

　２　貸倒引当金繰入額 209     240     

　３　前払金保証料 12      16      

　４　たな卸資産処分損 0       ―

　５　たな卸資産評価損 219     ―

　６　その他 58      511      0.8   24      282      0.5   △229

　　　経常利益
     (又は経常損失(△))

△211 △0.3 △1,758 △3.4 △1,546

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産処分益 ※４ 115     3,253   

　２　関係会社株式売却益 ― 654     

　３　投資有価証券売却益 1,781   259     

　４　ゴルフ会員権売却益 ― 4       

　５　貸倒引当金戻入益 43      1,940    3.2   1       4,172    8.1   2,231   

Ⅶ　特別損失

　１　受注工事損失引当金繰入額 2,579   1,641   

　２　関係会社株式評価損 ― 173     

　３　固定資産処分損 ※５ 14      22      

　４　関係会社出資金評価損 ― 10      

　５　投資有価証券評価損 9       1       

　６　特別退職金 134     2,738    4.6   ― 1,849    3.6   △889

　　　税引前当期純利益
     (又は税引前当期純損失(△))

△1,009 △1.7 565      1.1   1,574   

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

190     210     

　　　法人税等調整額 △336   △146 △0.3 △276 △66 △0.1 79      

　　　当期純利益
　　 (又は当期純損失(△))

△862 △1.4 631      1.2   1,494   

　　　前期繰越利益 4,875    3,164    △1,711

　　　中間配当額 425      421      △3

　　　当期未処分利益 3,587    3,374    △213

前事業年度
(自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

増減金額
(百万円)

金額(百万円) 金額(百万円)



 

１-(3) 利 益 処 分 案 

区分
注記
番号

  当期未処分利益 3,587 3,374 △213

  これを次のとおり処分します。

  利益配当金

422 421 △1

  次期繰越利益 3,164 2,952 △211

増減金額
(百万円)

　１株につき５円 　１株につき５円

（普通配当　５円） （普通配当　５円）

前事業年度
(平成17年３月31日)
(百万円)

当事業年度
(平成18年３月31日)
(百万円)

 

(注) 前期は平成16年12月10日に、425百万円（１株につき５円）の中間配当を実施しました。 

   当期は平成17年12月9日に、 421百万円（１株につき５円）の中間配当を実施しました。 

 

―個別   6  ―  



 

２．会計方針及び注記等 

 

重要な会計方針 当事業年度 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 
   子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法 
   その他有価証券 
    時価のあるもの 
     決算日の市場価格等に基づく時価法 
     （評価差額は全部資本直入法により処理、売却原価は移動平均法により算定） 
    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 
 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   原材料及び貯蔵品 
    総平均法による原価法 
   仕掛品 
    個別法による原価法 
 ３ デリバティブ取引 
    時価法 
 ４ 固定資産の減価償却の方法 
   有形固定資産 
    定率法（耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準） 
    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法 
   無形固定資産及び長期前払費用 
    定額法（耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準） 
    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 
 ５ 引当金の計上基準 
   (1) 貸倒引当金 
     債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債 
     権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上 
   (2) 賞与引当金 
     従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上 
   (3) 製品保証等引当金 
     製品納入後のアフターサービス費の支出に備えるため、保証期間内のアフターサービス費用見積 
     額を計上 
   (4) 受注工事損失引当金 
     受注工事の損失に備えるため、期末受注残となる請負工事のうち、発生する工事原価の見積額が、 
     受注額を大幅に超過することが判明したものについて、翌期以降に発生が見込まれる超過額を計 
     上 
   (5) 退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 
     当期末において発生していると認められる額を計上 
     過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法 
     により按分した額を費用処理 
     数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
     (10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 
   (6) 役員退職給与引当金 
     役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％相 
     当額を計上 
 ６ 収益及び費用の計上基準 
   工期が１年を超えかつ10億円以上の請負工事については、工事進行基準を採用しており、その金額は 
   次の通りであります。 
    売上高           20,376百万円 
    売上総利益           520百万円 

―個別   7  ―  



 

  
 ７ リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 ８ ヘッジ会計の方法 
   (1) ヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理によっております。 
   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
     ヘッジ手段…為替予約取引 
     ヘッジ対象…外貨建売上及び仕入 
   (3) ヘッジ方針 
     当社は、外貨建取引のうち、当社に為替変動リスクが帰属する場合は、そのリスクヘッジのため、 
     実需原則に基づき成約時に為替予約取引を行うものとしております。また、リスクヘッジの手段 
     としてのデリバティブ取引は、為替予約取引のみ行うものとしております。 
   (4) ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジ手段の為替予約がヘッジ対象の予定取引と同一通貨、同額、同時期であるので、有効性の 
     判定を省略しております。 
 ９ 消費税等の会計処理 
   税抜方式によっております。 
 
会計処理の変更 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
   当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意 
  見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会 
  計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を適用しております。 
  これによる損益に与える影響はありません。 
 
表示方法の変更 
 （損益計算書） 
  前事業年度まで営業外費用に区分掲記しておりました「たな卸資産処分損」は、金額が僅少となりまし 
  たので当事業年度より、営業外費用の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。なお、当 
  事業年度の「たな卸資産処分損」は0百万円であります。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関係会社に係る注記 

受取手形 508百万円

売掛金 2,367百万円

支払手形 2,518百万円

買掛金 3,786百万円
 

※１ 関係会社に係る注記 

受取手形 24百万円

売掛金 2,735百万円

支払手形 2,033百万円

買掛金 3,149百万円
 

 ２ 偶発債務 

   下記の会社の借入金に対し保証をしております。 

   なお、再保証をうけているものについては再保証額

控除後の金額を記載しております。 

カンポリサイクルプラザ(株) 1,617百万円

(株)ミダックふじの宮 720百万円

環境エナジー(株) 540百万円

(株)カツタ 512百万円

(株)アール･ビー･エヌ 303百万円

その他３社 382百万円

下記の会社の原油スワップ取引に対し保証をして

おります。 

エナジーメイト(株) 233百万円

但し、上限額（再保証控除後の金額）であり期

末の時価評価における評価損失はありません。  

 ２ 偶発債務 

   下記の会社の借入金に対し保証をしております。 

   なお、再保証をうけているものについては再保証額

控除後の金額を記載しております。 

カンポリサイクルプラザ(株) 1,350百万円

(株)ミダックふじの宮 640百万円

環境エナジー(株) 460百万円

(株)アール･ビー･エヌ 258百万円

北海道地域暖房（株） 146百万円

その他３社 54百万円

下記の会社の原油スワップ取引に対し保証をして

おります。 

エナジーメイト(株) 121百万円

但し、上限額（再保証控除後の金額）であり期

末の時価評価における評価損失はありません。  

※３ 授権株数 普通株式 321,840,000株

   発行済株式総数 普通株式 87,799,248株
 

※３ 授権株数 普通株式 321,840,000株

   発行済株式総数 普通株式 87,799,248株
 

 ４ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,646百万

円であります。 

 ４ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は7,807百万

円であります。 

※５ 自己株式の保有数 

   普通株式             3,208,151株

※５ 自己株式の保有数 

   普通株式             3,526,163株

 
（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,132百万円

※１ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,070百万円

※２ 当期製造費用に含まれる外注工事費のうち関係会社

との取引高は 14,198百万円であります。 

※２ 当期製造費用に含まれる外注工事費のうち関係会社

との取引高は 12,662百万円であります。 

※３ 関係会社からの受取配当金 228百万円

   関係会社に対する技術供与料 366百万円
 

※３ 関係会社からの受取配当金 1,768百万円

   関係会社に対する技術供与料 385百万円
 

※４ 固定資産処分益の内容 

   固定資産売却益 

 土地 115百万円
 

※４ 固定資産処分益の内容 

   固定資産売却益 

 土地 3,253百万円
 

※５ 固定資産処分損の内容 

固定資産廃却損  

 建物 6百万円

 工具器具及び備品 3百万円

 敷金 2百万円

 機械及び装置他 1百万円

  

 
 

※５ 固定資産処分損の内容 

固定資産廃却損  

 工具器具及び備品 8百万円

 建物 3百万円

 構築物 3百万円

 機械及び装置 3百万円

 敷金等 2百万円
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額       （単位 百万円）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額       （単位 百万円）

  
車両その 
他陸上 
運搬具 

 
工具器 
具及び 
備品 
 
無形 
固定 
資産 
 合計 

取得価額 
相当額 

 52 451 37 541

減価償却 
累計額相当額 

 28 237 10 276

期末残高 
相当額 

 23 214 26 264

  

 
車両その
他陸上
運搬具

工具器 
具及び 
備品 
 
無形 
固定 
資産 
 合計 

取得価額 
相当額 

34 324 37  396

減価償却 
累計額相当額

16 183 17  218

期末残高 
相当額 

17 140 19  177

  
２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 93百万円

１年超 170百万円

合計 264百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 74百万円

１年超 103百万円

合計 177百万円

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法によっております。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 113百万円

減価償却費相当額 113百万円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 89百万円

減価償却費相当額 89百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

   額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年内 3百万円

１年超 ―

合計 3百万円
 

 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 
 
１年内 ―

１年超 ―

合計 ―
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（有価証券関係） 
 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま 
 せん。 
 
（税効果関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  の内訳 

(単位 百万円) 

繰延税金資産  

 退職給付引当金繰入額 1,563 

 受注工事損失引当金繰入額 1,093 

 見積原価否認額 1,051 

 工事進行基準売上損失 711 

 賞与引当金繰入額 282 

 繰越欠損金 248 

 その他 1,030 

 繰延税金資産小計 5,980 

 評価性引当額 △234 

 繰延税金資産合計 5,746 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △2,496 

 繰延税金負債合計 △2,496 

差引：繰延税金資産の純額 3,249 

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  の内訳 

(単位 百万円) 

繰延税金資産  

 工事進行基準売上損失 1,746 

 退職給付引当金繰入額 1,461 

 受注工事損失引当金繰入額 948 

 見積原価否認額 607 

 繰越欠損金 344 

 賞与引当金繰入額 263 

 その他 814 

 繰延税金資産小計 6,187 

 評価性引当額 △164 

 繰延税金資産合計 6,022 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △5,345 

 繰延税金負債合計 △5,345 

差引：繰延税金資産の純額 677 

  

 
（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 702.09円 

１株当たり当期純損失 10.11円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額 748.63円 

１株当たり当期純利益 7.48円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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３．売上及び受注の状況 

 

（１）売上高の構成

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

増減比
(％)

機　　　　　械 16,567 27.4 14,356 27.9 △ 2,211 △ 13.3

環　境　設　備 43,734 72.3 36,920 71.8 △ 6,814 △ 15.6

不 動 産 関 係 192 0.3 165 0.3 △ 26 △ 13.8

合　　　　　計 60,494 100.0 51,441 100.0 △ 9,052 △ 15.0

（２）売上高の需要先別構成

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

増減比
(％)

一　般　民　間 13,408 22.1 12,486 24.3 △ 921 △ 6.9

官　　公　　庁 43,294 71.6 33,689 65.5 △ 9,605 △ 22.2

輸　　　　　出 3,791 6.3 5,265 10.2 ＋ 1,473 ＋ 38.9

計 60,494 100.0 51,441 100.0 △ 9,052 △ 15.0

（３）受注高及び受注残高の構成

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

増減比
(％)

機    械 15,483 27.2 18,527 41.0 ＋ 3,044 ＋ 19.6

環境設備 41,514 72.8 26,700 59.0 △ 14,814 △ 35.6

計 56,997 100.0 45,227 100.0 △ 11,770 △ 20.6

機    械 19,611 40.4 23,194 25.2 ＋ 3,583 ＋ 18.3

環境設備 28,920 59.6 68,794 74.8 ＋ 39,874 ＋ 137.9

計 48,532 100.0 91,989 100.0 ＋ 43,457 ＋ 89.5

機    械 18,527 41.0 27,365 31.9 ＋ 8,838 ＋ 47.7

環境設備 26,700 59.0 58,574 68.1 ＋ 31,874 ＋ 119.4

計 45,227 100.0 85,940 100.0 ＋ 40,713 ＋ 90.0

期
首
受
注
残
高

受
注
高

期
末
受
注
残
高

　　　　　期別
項目

　　　　　期別
項目

　　　　　期別
項目

（自　平成17年４月１日
    至　平成18年３月31日）

（自　平成17年４月１日
    至　平成18年３月31日）

（自　平成16年４月１日
    至　平成17年３月31日）

（自　平成16年４月１日
    至　平成17年３月31日）

当事業年度

前事業年度

前事業年度

前事業年度
増減（自　平成16年４月１日

    至　平成17年３月31日）

当事業年度

増減

当事業年度
増減

（自　平成17年４月１日
    至　平成18年３月31日）
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４．役 員 の 異 動 
 
 
 
 

（平成18年６月29日付）   

   

 (1)新任監査役候補   

   監査役（社外） 土田 龍二 （現：補欠監査役） 
   
 (2)退任予定監査役 

   監査役（社外） 小林 利三郎  
   
 (3)新任補欠監査役候補   

   補欠監査役 軸丸 欣哉 （現：弁護士 弁護士法人淀屋橋・山上合同）
   
   (注)補欠監査役候補の軸丸欣哉氏は、社外監査役の要件を満たしております。 

 

  以   上  
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